
8 掛貯蔵所の位置、構造及び設備の審査基準

1 保安距離

屋外賄前折のうち危険物を容器に収納して財穣し、又は取り扱うものの位置、構造及。殺備の

技術上の基準は、次の各号のとおりとする。

膨間関所倒立置は、政令貿信9条第l項第1号に掲げる製造芳州立置岬tlによるものであるこ

と。

(政令傍16条第l項第1号う

※保安距離は、当該財菊新に設けられている柵等から保安物件の舛壁又はこれに相当する工作

物の外壁訪日互聞の水平距灘をいう。

※保安距離については、 B晦己「傍按距商白による。

保安距離の測定例
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2 設置場所

屋外聞欝牙は、溜閏でなく、かっ、調融のよし吻易折に設置Fること。
f政令第16条第1項第2号)

※屋外賄爵邦こおいては、危険物出掛告に収納された状態で財識され、取り扱われることから、

とれら調和腐食、創世防止するとともに万)容駒込ら漏えいした揚合~r.:危険物カ袖の場所

に拡大Lヘ。被害を及jまさないようにするため、湿潤でなく、カ旬、事駄のよし場所に設置する

こととされている。

※ 「湿潤でなく、かっ、担駄のよい」とはよ屋タl姉議所の地盛摘をコンクリート打ち等とし、

語句、者同備扱て舟由オゆ離装置を翻す、漏れた危険物が他の場所九流出したり、河11、湖沼等

を汚染したりしなし精置を講ずること。また却護憲寺等の危険を避けるために地盤の安定した

場所に設置すあこと。

なお、油水分脅蟻置については、水に溶けな吋撒物に限り設け、周囲柑同婿については、

地盤置に頒斜を設ける集油水分骨髄震に導くことが可能であれ111省略寸ることができる。

※複数の屋外財積所を設ける場合にあって民泊オゆ悔蟻置は、位置ー処週総力等が適切であ

ると認められる場合に限り、兼用することができる。
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地盤面を土砂叉は砕石で固めた倒

地盤面をコンクリートで舗装した倒

3 区画

危換物を財犠1ヘ又は敢り扱う場所の周囲に1'1.柵等を殻けて明確に区画すること。

t政令第16条第l項第3号)

※ 「柵等を設ける明確に区爾ずる」とは、柵ま皆~l!封筒所に例えれ防憧l訪目当するものであ
る。

柵の材質は不燃材料とい高さは1m程度とするとともに財穣所倒立置カ滞動しないよう

に固定すること。

なお、設置場所により柵を省略し、不閥全のロープ等で明示することができる。

※ 「柵を省官各できる設棲噺Jと』キス掛川蹴厳しく、常時人カ培ずる事業所内に設ける屋

外財穣所とする。

周囲に柵を設けた例

， ， 
、、、、、、、、、、、、、、、、、

保有空地 i-
¥、~ーーーーー---_司同ーーーーー司ーーーーーーーーーーーーー~~--ーーー'ー-_--ー--ノ
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4 

5 

保有空地

第3号の柵等の周囲には、次の表に掲げる区分'fQ;志じそれぞれ同表に定める幅の空地を保脊す

ること。ただし、第2類の危険物のうち硫黄又は稲慣のみを含宥するもの[以下この条において

「研讃等Jという。)のみを財穣し、又尚敢り扱うときは、総務省令慌則第16銅で定めると

ころにより、その空地の幅を湯村手ることができる。

(政令第16条第1項第4号う

区 分 空地の幅

指定数量の儲謝礼 0以下 3m以上'

指定数量側部制;10を超え20以下 6m以上

指定数量の閣制;20を超え50以下 10m以上

指定数量の傍蜘;50を超え200以下 20m以と

指定数量の制御;200を超える 30m以と

政令第 16条第1項第4号えだL者め規定により、融持のみを貯蔵し、又は取り扱う皆ト貯

静府精ずることができる空地の幅は、当該掛骨誘拐荷主上表に定める空地の幅の3分のlを保

有することができる範囲までとする。

塑堕L主主主
※ 2以上の屋外貯蔵所を隣接して設置する場合の保有空地については、大なる方を確保するこ

と。

※保有空地内の植栽については、別記「保宥空地内例職lによること。

保有空地の取り方の例

Aの保有空地

:ーーーーーー一-h--t?-Rケア円ーー-

I ~Aの屋外貯蔵所
6m以上I . 

i， {指定数量の傍数15) i 

目 ー，室外貯周
保有空地の重複部分援護3m I 川 .1 3m 

以上(指定数量の倍数8}j以上
周囲の柵等

Bの保有空地

標識・掲示板

屋外賄欝野には、総務省令で定めることにより、見やすい箇所に屋外賄軒斤である旨を表示し

た標識偶則第17錦、及。勅火に関し必要な事項を掲示した掲科反槻則第四割を設けるこ

とD

(政令第16条第l項第5窃

なお、標哉・掲科反tこついては、肺己「標識・掲科却によること。
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も 事長台

屋外聞献の架台を設ける場合には、知の構造及。毅備は、総務省令幌則第24条の 10)

で定めるところによるものであること。

(政令第16条第1項第61ま)

6. 1 架台は、不燃材料で造るとともに、堅固な地盤箔に固定すること。

閣則第24条の10第1項第1号)

6. 2 架台は、当該架台及びその附属設備の自重、財減する創食物の重量、風満童、地震等の荷

重によって生ずる応力に対して安全なものであること。

備且l燦 24条の10第1項第2号)

6. 3 架台の高さは、 6m未満とすること。

(欄u傭24条の10第1項第3明

6. 4 架台には、組換物を収納しだ鶴告が容易に落下しなし精置を講ずること。

慨員l勝 24条の10第1項策4号う

※ 「容器が容易に幕下しなし精置lと民地震動等による容器の落下を防止するための措置で

あり、例えば、当該架台iと不鮒才科でできた柵等を設けることをいう。

架台の耐震対策

架台の臨海歎i策については、「危険物施設の消火設備、屋外タンク応報所の歩府精及び屋内貯

蔵所の耐震対策に係る運用についてj (平成8年 10月15日付消防危第125号)中の第3 f.屋外

賄筋折に関する事項lによること。

架台を用いた屋外貯蔵所の倒

7 塊伏轍等に係る慰閥横

蹴硫黄等に係る慰問櫛斤

製台町商さ

6m未満

. 

屋外~1議所のうち塊状の融持のみを組踊に設けた囲いの内側で貯穣し、又は敢り扱うもの

甥 1項に定めるものを除く。)倒立置、構造及。設備の技術上の基準は、第1項各号の規定によ

るほれ次のとおりとする。
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7. 1 ーの囲いの内側の面積は、 100nf.以下であること。

世令鴛16粂第2項第11お

7. 2 二以上の囲いを設ける場合にあっては、それぞれの囲いの内部の面積を合算した面積は

1，0∞Irl.以下とし、カ句、隣俊ずる囲いと囲ル、との|蒲墜を第1項第4号江湖定により当該宙開

蔵所が保有しな』ガリまならないこととされる空地の幅の3分のl以上とすること。

f政令鴛16条第2項第2号)

7. 3 園川訊燃榊}で造るとともに、研讃等洲軌なし常髄とすること。

f政令官吉16条第2項第3朝

7. 4 囲いの高さは1.5m以下とすること。

filiIt令策16条第2項第41まう

7. 5 固いには、研讃等のあふれ又は飛散を防lとするための、ンートを固着する装置を設けるこ

と。

倣令官喜16条第2項第5号)

7. 5. 1 rシートを固着サる装置lは、囲仲、の長さ 2mごとに1個以上設けなければならな

しも

備目日第24条の11)

7. 6 研讃を財穣し、又は取り扱う場所の周囲には拶財構及ひ沿青惜を設けること。

倣令官事16条第2項第6号)

※塊伏の研讃は、容器4こ財減せす~ f.パラ積みJの形態で鵬貯ることができるということを定

めたものであり、第1項各号の規定時車用されるカえ第3号柵うの適用についでCは図レを

もってこれに代えることができる。。醇口54年7月30日付消防危第80-jお
※囲し、の相互聞は入第1項第4号ただし書により嚇韓の屋外賄欝荊2保有しなけれJiI:よらな

いこととされている聾自の幅の更に3分のl、即ち同号の表の9分の1以上川置の空地を保有

すべきこととされている。

※囲いは、塊伏の融持が直繍航るものであるから柄撚材料で造るとともに、固いの面から

研穆持品漏れる構造のものであってはならず、また、その高さは、日常の傑守管理及び火災時

の哨'kI舌動等を考慮して、1.5m以下にしなければならなv¥
※シート民難燃性又!;t/R淵生のものを使用すること。
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柵等の例

①+②+③+@+…孟1，000n1

固い相互の間隔及び保有空地の例

; 鶴轟轟| 麟鶴| l 

戸口二二i
t環器ZA/9以 i 瞳髄-購離|

固いの設置倒及び分離樽の倒

不燃材 i i 

排水柿
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固着装置概略図

( ':::::::::::::::::::::::::::::::::・::::::::::::~ 1 

H 聞い内i汁
シート ー→いi 川
山 川

回着袈世一→いMi け
(け7ツク寄等紛手約) ¥:，::巳ロ山---ロ.-ι---ロロ品訂Vマ--叩叩ロ口山._-ロrι:ι---口r口---コf口:マコ_____.ロ____'ι-で-_.ι---ιι____ニ---ムι:ι一二-よ;一

2.0m以下
固着袋1置拡大図

///事費， p//'，

分離1曹の構造倒
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B 高ヲl九長危険物の屋外賄甑庁

高引火点創食物のみを財穣し、又は取り扱う宙開幌庁については、総務省令槻則第24条の

12)で、第1項に掲げる基準の特例を定めるこ主ができる。

C政治鍔16条第3現

8. 1 特伊昆準

高引火尉蛾物のみを員構し、文は取り扱う屋外鵬斯の第1項に掲げる基準の特例は、次に

よることとし、政令策 16粂第1項第1号(保安距鵬及び策4号(保有塑ωの規定は、適用

しな1t¥

槻且鳴24条の12第I攻第2明

8. 1. 1 膨慣裁所の位置は、規則際13条の6第3項第1号に掲ずる開1M危険物のみを取

り扱う製造所倒立震の例によるものであること。

備則第24条の12第2項第1号)

8. 1. 2 政令第16条第1項第3号の柵等の周囲阿久下表に掲げる区分'f;:::J;tじそれ却も同表に

定める幅の空地を保有すること。

備則策24条の12第2項第2号)

区 分 保有空地の幅

指定数量制審数が50以下の屋外財慨庁 3m以上

指定数量の儲蜘~5 0を超え200以下の屋外財穣所 6m以上

指定数齢{鵠妨~2 0 0を超える掛鵬斯 10m立L上

9 特例の屋外長官蔵所

下記の危険物を財織し、文尚敢り扱う屋タ?射菊新につい℃は、第1項に掲げる基準在超える特

例を定めることができる。

C政治策16条第4項

9. 1 特例を定めることができる危険物

(1)第2類・・。引火性国体朗九慌が21て湘簡のものに限る。)

(2)第4類・・・第1石油類、アルコ}ル類

9. 2 特例基準

9. 2. 1 51.火性国依第1石油頗又はアルコール類を財識し、又は取り扱う場所には、当該危

険物を適温に保つための散水設備等を設置するニと。

9. 2. 2 第1石袖類文はアノレコーノL類を財織し、又は取り扱う場所の周囲には、羽岡d鷺汲ひ貯

留設備を設置するとともに、第1石袖頗休に溶けないものに限る。)をE識 Lヘ又は取り扱う場

合には~貯留設備に油分骨髄置を設けること。

9. 2. 3 指定数量の倍数回芯じた?削儲備を設置すること。

(1)撒撒重量の儲掛100以上

著しく?献図葉樹割問噺の消火設備慌1種、第2種又は第3種の敵設備並びに第4

種及。潔5種の消決副首)

(2)撒接娃齢倍数坊主10以上100剥荷

地た困防£皆同常務野の消火設備傭4種、第5樹敵設備)

偶則第24条の13、第33条第1項第5号、第34粂鍔1項第4号)
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9. 2. 4 危険物を適昆に保つための散水設備等

(1)散水設備については、危険物を財載した観告に有効に散水できるドレンチヤヘスプリンク

ラベ設備文はこれらと同等のものとすること。

(2)上記 (1)の他劇賄断州近に水道栓等を限備して、施設会域に散水できるものが該

当するものであること。なお、知町"35"Cに達する場合には、散水等により適切に冷却できる

管理体制を確保すること。

10 タンクコンテナによる危険物の賄霞

危険物をタンクコンテナに収納してi宙開療所に賄最する場合l土弔戎10年3月27日消防危

第36号「危険物をタンクコンテナに収納して屋内賠議所文は宙開穣所lζ服喪する場合の運用

についてJによること。

10. 1 屋汐問書爾折に財先安することができるタンクコンテナ

10. 1. 1 穆鵠惨匂参動タンクJl'ii筋芳の貴君蔵タンク

f政治資15条第2現

10. 1. 2 国際輸送用積載式移動タンク目鵠欝邦乙積載するタンクコンテナ(~戒4年6月 18 日付

消防危第53号う

10. 2 タンクコンテナを屋外財調斬に賄設する場合の位置ょ構造及。殺備

10. 2. 1 タンクコンテナのみを買市稜する場合

(1)勉強物

屋タ闘関所でR強気取り扱えるもの敏令策2粂第1項第7号うに限る。

(2)保有空地

従来の基準[政令策16条第1攻第4朝 l士、政令第ぉ条宏適用し、次のとおりとする。

高引久的包食物のみの場合

区 分

指定数量の倍数が200以下

指定数量例寄蜘"200超

高引九都在険物以外の場合

区 分

指定数量の儲蜘"50以下

指定数量制髭蜘"50を超え200以下

指定数量叫菩数坊主200超

研讃等の基準(政令第16条第2明は除く。

10. 2. 2 タンクコンテナと容器の危険物を同時l設省厳する場合

保有空地の幅

3m以上

5m以上

保有空地の幅

3m以上

6m以上

10mg/._上

10. 2. 3 保滑空地下記AとBを比較し、大なる方を保宥すること。

A i海長の基弾

政令第16条第1項第4号

規則勝24条の12第2項第2号

B 夕子/クコンテナのみを財穣する場合の保存空地で高引火点危険協の場合のみか、

間休点危険物'Wトの場合力叩基準
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10. 3 タンクコンテナを屋外指爾斤で貯蔵取1り扱う場合の基準

10. 3. 1 '1)l諜の例によるもの

政令第24条

政令告書25条

政令第26条第1項第l号、第1号の2、第6号の2、第11号、第11号の3

※ 「容器」を「タンクコンテナ」と読み替えること。

10. 3. 2 上記以外で湖目される基準

(1)タンクコンテす相互間・・・点検ができる間隔

(2)タンクコンテナの積み重ね

ア 2段まで

イ 地盤面からタンクコンテナ頂部までの高さは6m来満

ワ箱枠のタンクコンテナ尚積み重ねな凡

(3)タンクコンテナで危険物の払い出し、受け入オリ羽子わない。

(4)マンホール、注入口、計量口、弁等は閉止する。

(5)タンクコンテナ、安全装置、附属配管

さけめ、結合不良、極端な家形等による摘もが起ζらないよ引とする。

(6)タンクコンテナと容器を同一場所で賄酎る場合

アそれぞれ取りまとめてI財識する。

イ相互に1m以上の間隔を保つ。

ウ タンクコンテナの積み重ねる場合。

タンクコンテナの容器との間に、積み重ねたタンクコンテナの高さ(地盤:面から上部のタ

ンクコンテナ頂部ま旬以上の間隔を保つ。
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